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704 ' 闊西大學『経消論集』第19巻第5号
本主義研究会勤務で，当会毎月発行の「新刊紹介」で洋書の紹介を担当されている。
ところで，訳書の題名は『中核企業』となっているが，本書を熟読することによって，
そこにはスモール・ビジネスの今後の存続性についても積極的に論じられており，ことに
われわれとしてはこの点について一層の関心をもたねばならないであろう。このことは，
アベリットがかってアメリカ中小企業庁のコンサルタントであったということからもうな
づけるであろう。 ' ' 
最後に，書評としてはつぎのものがあるということをついでながら付記しておこう。
C, S, Pyun, "The Dual Economy ; The Dynamics of American Industry Struc-
ture, by Averitt", —The Southern Economic Journal, 1969. 1. Vol, xxxv, no. 3, 
pp. 277-278. 
（ダイヤモンド社，昭和44年6月刊， B6判， x+296ペー ジ， 680円）
ー田中充一
W ・アーサー・ルイス著
石崎昭彦・森 恒夫・馬場宏二訳
『世界経済論—両大戦間期の分析ー一』
両大戦間の研究は，経済史と現代経済政策論の重要な接点として，あらゆる方面から，
注目を集めつつある。こうした時期に，かかるすぐれた入門書が広く日本の読者に提供さ
れたことは，まことに喜ばしい。とはいえ，本原書は， 1944年から 1947年度のL.S:E.
での講義をもとにして， すでに1949年という「人類史において最も悲惨で， 最も刺激的
で，かつ最も創造的な時期」 (9ペー ジ）から， 10年とたっていない時期年に出版された
ものであって，第2次大戦後の世界経済にもつ意味を探ろうとする点に本書の第1の目的
があったことは疑いえない。つまり，両大戦間の成長と衰退の過程を研究し，そこから教
訓を引き出そうとすることにあった。そして著者は，生起した事柄にあまりにも接近して
いるので問題の理解が困難だ，としながらも，それは見事な手法で整理され，大きな理論
的枠組みをさえ提示しているのである。
両大戦間を， 大きく特徴づけるものとして， 混乱と実験の時代だと定義する。混乱と
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は，いうまでもなく，戦争による破壊とインフレ，デフレ，プームと恐慌，失業，輸出の
停滞及び一般的不安であり，実験はそれらの対応策としての種々の繁栄のためのプランで
あった。そして：このプランの性質と結果を分析することによって，経験から収穫を刈り
とることが出来るという。さらに重要なのは，この時期の経済的停滞の理由の解明である
とするのである。
本書は，目的とプランを示した第1章序論にはじまり，第I部・景気循環は2章， 3章
及び4章で構成され，第II部•経済政策には 5章から10章までがあてられ，第m部・趨勢
は， 11章12章及び13章からなり，第14章が結論となっている。その他若干の重要な付表と
各章の注及び参考文献が巻末にまとめられている0.
2 
第1部は，両大戦間を通説にしたがって， 3期に分け，夫々，再建期(1918~1925年）
を第2章，相対的安定期 (1925~1929年）を第3章，そして経済的崩壊期(1929~1939年）
を第4章にあて，その時期の最も特徴的な出来事を中心に節を構成し，｀それにしたがって
解明が行なわれている。
-.. 第1次大戦の終結の叙述で始まる第2章の終期である1925年は，潅経済においても，政治
においても転換点として適切に位置づけられる。そこで回復への見通しをえたその時点
で，いささか緩慢でさえあった6年間をふり返ってみる時，重大な要因として浮かび上が
って来るのが，スランプ，ヨーロッパ諸国の資本不足及び貿易障害の3つであるという。
そして，これらが除去された時，経済的にも繁栄し，また政治的にも暗雲が過ぎ去った安
定期がえられる。その過程で，激しいインフレの代表としてドイツのレンテンマルクの奇
跡を，又小型インフレとして，フランス，イギリスがとり上げられ，イギリスの回復の遅
れが追求されている。
相対的安定期（第3章）の典型はアメリカに求められる。その資本輸出を受け入れて，
かりそめの繁栄を享受した賠償問題に悩むドイツの状況が短資の引き揚げによって不況に
なるまでの過程で描かれる。そして一方，繁栄の幕間さえなかった戦勝イギリスの停滞状
況を象徴的に表わした「短期借•長期貸」とボンドの過大評価の問題が，ゼネスト (1926)
との関連で説かれている。
以上の背景である世界的動向としての農産物価格の下落の問題は不況の促進要因であっ
たと説明する。しかし，当時の国際経済は安定し， 1925年にイギリスは金本位制に復帰し
たが，いわゆる金為替本位制のもつ不安定性に焦点をあてながら，それが当時は題在化し
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なかった点，そして貿易障害の増大傾向に注目し，ついには基底にあった不調整が表われ
る経済的崩壊期（第4章）が訪れるまでを説明している。
その中心であるアメリカについて原因の分析が行われ，すでに諸指標の低下が始まって
いたのでウオール街の崩壊は原因でなくて恐慌の合図であった。すなわち，基底にあった
不調整の種々の要因が相侯って螺旋状の下降過程を開始せしめ，農産物価格の下落，銀行
の破綻，高水準の債務および賃金政策によって促進されたと説明する。しかし，ここで重
要なことは， 第1次産品価格の低落が， 工業生産の暴落を大きくし， スランプを激しく
し，長びかせたことだという。
アメリカに起った恐慌が各国に波及して国際恐慌を引き起した。第1次産品価格の下落
と貿易障壁の増大によって，世界貿易は縮少へと導き，又恐慌による金本位制停止は貿易
障害を多くした。そこで，この対策として開かれた世界経済会議 (1933年）の失敗は為政
者の目を国内問題に移し，政治的緊張が増し，暗い時代へと突入せしめたのである。一方
国際的行為を待たずに始まった回復も，一応1937年まで続くのであるがこの回復の不完全
さが問題にされなければならないとする。
3 
第I部・経済政策では，イギリス，ドイツ，フランス，アメリカ，日本及びソヴィエト連
邦夫々の両大戦間における対応策が第5章から10章までの各章を費して説明されている。
まず，イギリスは，第1次大戦前の停滞の中に戦後における経済的困難を導いたボンド
の過大評価の根源があるという。そして，スランプによるポンドの切り下げとオタワ協定
に始まる双務主義が，ひいては国際貿易に対して収縮的結果をもたらしたのであるし，ま
たプロック経済を現出することになった責任が問われなければならないという。
つづいて対内政策の主要なものの説明が行われ，自由放任主義の信奉から， 19C末に，
重要産業の近代化を怠たることによつて重大な局面に遭遇したのであり，経済過程への国
家の介入が遅れた点を指摘する。そして，イギリスの経験からえられるものは，両大戦間
全体の教訓の1つと同じ国際協力の重要性であったと結んでいる。
そのイギリスとの対比においてドイツの相異が述べられる。その中でも重要なのは公共
支出計画であり，それに伴う輸入原料統制，為替管理から経済の全面にわたる直接統制が
行われた点を強調している。
フランスもドイツ同様，ポン・ド切り下げの影響は大きく，それの対策としての「プルム
の実験」が跡づけられている。そして，賃金の増加による生産の増加という創意に富む実
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験は失敗に終ったのであって，，しかも，この実験が多くの利益をえたのが意図に反して労
働者，農民を犠牲にした資本家であった。したがって，良い意図が必ずしも健全な経済分
析に代りえないということを証明しているにすぎないという。
アメリカについては，いうまでもなく，ニューディールの実験である産業政策，農業政
策及び復興政策の3つの主要なタイプを対象と，している。全国産業復興法で反ト・ラストを
犠牲にして回復の推進をはかったが，小企業者，公衆に不利に働き，違憲判決後は，大企
業家の政府不信をかうこととなった。一方農業調整法によって農民は利益をえたが，農業
問題そのものは末解決に終った。この当時，失業は世界的であったが，特にアメリカでは
大問題であった。赤字支出政策は「ポンプの呼び水」としての役割を演じたのであって，
失敗というよりは，むしろ一国経済が大きく落ち込んだ時，もっとも徹底的な措置のみが
その国を立ち直らせるに足るということであり，この教訓を生かせばもはや恐慌は起りえ
ないと主張する。 • 
イギリスと同様，外国貿易を起動力として工業成長をとげたのが日本であったが，それ
は第1次産品輸出によってであり，政府の介入による製造業の促進によってであった。 30
年代において20年代のイギリスと同じ状況であったが日本が適応しえたのは軍事政権によ
る雇用の増加と繊維製品から軽機械工業製品への輸出の転換であった。その過程が，外為
統制や価格統制なしに行われたにもかかわらず，ィンフレ的緊張を伴わなかったという。
しかし， ドイツと同様， リフレー．ションを成功せしめた軍事支出は，ついには戦争経済へ
と突入せしめた。そして，少くとも；円の切り下げ (65%)が大きく影響したという点で
失敗であったと指摘するのである。
ソヴィエト連邦では第1次5カ年計画を採用して工業化をすすめ， 1930年には完全雇用
に達しインフレーションの問題はきわめて深刻となった。ところが，当時人民にばく大な
貯蓄を負わせることは厄介であり， しかも工業化の利益を受けていない78%を占める小農
民に頼らねばならず， ここに農業政策の重要性があった。そこで，大きな犠牲を払ってで
'はあったが，クラークの解体による集団化によって，農業の生産性を向上させるという問
題を解決した。もちろん，工業においても生産性は中心問題として現われ，その解決のた
めの努ヵの結果は予期しないほど満足すべきもので，アメリカに比しても目覚しい成果を
あげたと主張する。そして，その成果は，一時低落していた生活水準を上昇させたが直ち
に戦争に突入し再び不幸が訪れたのであって，かかる短期間にかくも多くの不幸を経験し
た国民は少なかったと結んでいる。
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4 
第I部は， この期全体にわたって世界経済をとらえた上で，その趨勢を通観している。
その場合，アメリカでは20年代と30年代が明確に区別されるのに， ヨー ロ、シパでは30年代
の不況が20年代のせいだとして， この期全体を経済史上不幸なエビソードとして考えられ
ている。しかし， この期間は悪化した面と優れた一面とを有するとして，それを引き出そ
うとする。そして， 30年代の「大不況」が決して史上唯一のものでないことを明白にし，
循環説を考察しようとする。その場合に，物価と利子率の波動状の運動から導き出された
工業成長率に物価と並行する長期波動がある点に興味を示すが，そこには発展の率に変化
があるが固有の事実にかかわるが故に個別分析が必要だとする。
そこで， 1930年代の絶対的低下が果して一時的か恒久的かの問題を提示し，ここでは，
関連資料を提示するに適当な枠組が必要だとする。それは国際貿易の動向を研究すればえ
られる。何故なら，国際経済組織の解体は，生産成長の低下よりも一層明瞭にこの期の特
徴を示すのであり，国際貿易の停滞は両大戦間の中心的特徴であって，他の諸特徴はすぺ
て，原因か結果として関連していたからなのである。しかも，国際貿易の研究は，世界経
済の主要諸傾向を論ずるのに極めて便利な手段なのでこの目的のために用いるとして以下
をそれにあてている。
1925年以降の製造品と第1次産品貿易の低位の問題を検討して，両大戦間の貿易の低水
準は第1次産品諸国における製造品需要の低下にあるのでなく，工業諸国における第1次
産品需要の成長率の低下によるとする。そこで交易条件との関係が生ずるが，それに影響
を与えた国際貿易の障害（第12章）と長期的趨勢（第13章）の問題が論ぜられる。
国際貿易障害の増大は， 1929年の兼気下降に続いて起ったのであるが，この貿易障害の
施行からいかなる教訓を見出すかが問題であるとして，貿易と関税政策にみられる統制に
ついて検討している。ところで，国際貿易には通貨の安定と自由交換性が不可欠であるか
ら， この期に重要な意義をもったのは当然であったという。そこで金為替本位制の検討と
そこに含まれる暗礁を考察し，それを教訓として !MF にとり入れられたので•あるが，基
礎的動向の調整の問題がやはり残る。すなわち，国際収支は，特に循環の影響を受け易い
として諸例をあげ，通貨の問題はすべて国際的最気循環から生ずるのであり，最気循環が
除去できないとすれば通貨混乱は宿病となり国際貿易に困難を与えるという。
． 次に，不況と関税について若干の説明をし，関税を不要視する国際的リフレーション行
動は不可能だから，ここに双務主義が問題となるとして，イギリスとドイツの場合を例示
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する。そして，双務主義の分析は通貨的経験並びに関税政策の分析と同じ結論に溝く。こ
こに必要となるのが国際経済の安定を増す手段であり，そのために購買力を自動的に維持
する国際緩衝備蓄方式の創出は国際的安定のために貢献しうべき最大のものであるとさえ
評価している。
，そこで，第1次産品の需要と供給の変化を研究すれば，国際貿易の趨勢を理解すること
になるという。それは，工業国需要の成長率が主たる問題となるから，既成工業諸国の成
長，第1次産品需要の趨勢及び新興諸国の工業化の分析が行われる。
既成工業諸国の成長は長期的に下降するという説を列挙し，工業生産が長期的低下を示
しはじめる時点が来るという見解を支持する。したがって，第1次産品の需要が，既成国
の工業生産成長率に依存する限り，人口増加の低下のため需要増加率は低下する筈だとい
う。
第1次産品需要も低下する傾向がある。そこで，新興諸国の工業化が国際貿易に与える
影響は，第1次産品需要と製造品供給の増加となる。したがって，国際貿易は工業化に依
存するし，工業化は国際投資に依存する。
1930年代には，国際投資はやみ，債権国への資本還流が新投資を越えた。その理由を説
明し，工業発展が，資本調達面における技術的困難の故に妨げられないから，農産物及び
工業製品についての輸出可能余剰とその調整の問題を論じ，イギリス，アメリカの例を挙
げる。そして，国際投資の減退が新興国の工業化を遮ることはない＇と結論している。した
がって，国際貿易の水準は，第1次産品の供給，交易条件及びその変化が需給に及ぷす影
響によって定、まるのであるから，第1次産品にとって交易条件が有利が不利かで国際貿易
の型は規定され，泄界経済の安定もこの結果によって定まるというのである。
5 
以上で，第13章までをごく簡単に紹介してきた，そこで最後の第14章であるが， ここで
は，結論と題しながら，両大戦間の全ての教訓を1章に要約するのは不可能だとして，一
般的反省にあてられている。その教訓の 1つは経済組織はそれ自身の進展に委ねることは
できないということである。価格機構の長所は認めながらも限界があるので政府の積極的
且つ知恵のある行動によって補完されねばならないというのである。
もう 1つの教訓は，国際協力なしには，亡びるということである。国家主権の主張は経
済関係においては混乱を招くのであり，関税政策，通貨価値の決定，移民，国際投資，最
気循環の統制等すべて一国的政策の変更が国際的に討論されねばならず，国際的に統制さ
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れねばならないということであったし，経済的安定促進のための国際的行動は不可欠だと
いう。そして， この教訓は国際通貨，貿易及び投資の面で生かされていることを読者は知
っている。
著者は「本書はたんに試論として書かれたものである。時が経過して展望が一層はっき
りと開けた時には他の書物がまもなく本書にとって代るであろうことは疑いのないところ
である」 (10ページ）と書いているが， 21年という両大戦間と同じ年数を径た現在， 寡聞
'にして筆者はこれに取って代るような書物を知らない。「世界経済を論じた多くの著書の
うちで最も役に立つ書物」 (R.S.セイヤーズ）といわれるのであって，これが出版以来
ペーパーバックとして増刷を重ね，経済学の全ゆる分野で引用され，そしてまたここに邦
訳が出版された所似であろう。
この優れた入門書で1920年代と1930年代とでは経済に対する国家の考え方が大きく変っ
たという認識をえた読者はすすんで，未だ邦訳はないが， H. W. Arndt, The Economic 
Lessons of the Nineteen-Thirties (1944. rep., 1963)でその教訓を具体的に深化させ分
析を進めてゆくのが適当であろう。
なお，邦訳の労をとられたのは，夫々イギリス経済，アメリカ経済の研究者であって，
観訳の原則の 1つである原文に忠実であろうとする努力が一貫して行われている。大学人
にとって，殊の外多難であった年に，かかる厄介な仕事をなしとげられた訳者諸氏に敬意
を表したいと思う。
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